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はじめに
近年、科学技術（Science & Technology）の振興が
日本の政策課題の上位に置かれていると考えられる。
それは、日本全体の科学技術費（研究開発費）、研究
者数等、あらゆる科学技術関係数値が急速に拡大して
いく中で、政府の科学技術関連予算が急速に増大して
いっていることからも明らかである。
資本主義経済の政策研究において、科学技術政策研
究は、いまだ未開拓の新しい領域である。そして、科
学技術政策の政策システムに関しても、どのような制
度設計が独創的な科学技術成果を生むために最も効果
を発揮するものなのかといった研究課題も、近年各国
で本格的に探索をされ始めたばかりである。本論文で
は、日本の科学技術政策における政策主体と政策手法
に焦点を絞り、日本の科学技術政策における政策シス
テムの発展の軌跡、現在の状況を分析しつつ、未来に
向けての有効な政策システムのあり方を追究していき
たい。
１　科学技術関連予算の拡大
特に、1980年代以降、日本のあらゆる科学技術関連
の費用は急速に増大していった。例えば、日本全体の
科学技術費、即ち、民間研究機関、公的研究機関、大
学等の研究主体全体で使用される研究開発費総額は、
1980年に４兆6,837億円だったものが、1985年には８兆
1,163億円、1990年に12兆895億円、1995年に13兆1,911
億円、1998年に14兆8,244億円、2000年には16兆2,893
億円と、1980年からの20年程の間に、約４倍に拡大し
ている。
それと同時に、政府の科学技術関係経費も急増して
きている。即ち、表１で明らかなように、1980年度の
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表１　政府の科学技術関係経費総額の推移（単位：円）
出所：文部科学省編『平成14年版科学技術白書』（2002年）・科学技術庁科学技術政策研究所編『科学技術指標2000年版』（2000年）・科学技術
庁科学技術政策研究所編『科学技術指標1997年版』（1997年）・科学技術庁科学技術政策研究所編『科学技術指標1991年版』（1992年）より作成
１９８０ １兆２，９４８億９，３００万 
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１９８３ １兆４，６１８億５，９００万 
１９８４ １兆４，８３８億３，９００万 
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１９８６ １兆６，０６３億８，６００万 
１９８７ １兆６，６２３億３，６００万 
１９８８ １兆７，１５７億４，６００万 
１９８９ １兆８，１５１億９，９００万 
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政府の科学技術関係経費は１兆2,948億円であったが、
1985年度には１兆5,328億円、1990年度には１兆9,208
億円、1995年度には２兆4,995億円、2000年度には３兆
2,843億円にまで拡大している。
このように、科学技術関連予算は急速な拡大傾向に
ある。しかし、予算規模を拡大することが、直接的に
科学技術成果を拡大させることにはならない。基本的
に科学技術の成果を直接的に産出することができるの
は、研究開発を担う研究者・研究機関といった研究主
体である。科学技術の発展における政府の役割とは、
研究主体が可能な限り有効な研究成果を生み出せるよ
うに、研究主体からの多様なニーズを吸い上げつつ、
ビジョン提示・物的インフラ整備・情報インフラ整
備・補助金・優遇融資・委託費・優遇税制・有効な研
究環境の整備等の多様な次元で、政策的支援を展開す
るところにある。そして、多様な科学技術政策を立案
し施行するためには有効な政策主体を形成することが
必要である。
２　科学技術政策における政策主体の
発展
2．1 科学技術庁の発足と発展（1956－2000）
1949年、国家行政組織法が施行され、戦後の政府の
２府11省の行政組織が整備されていく（1）。その中に、
総理府が置かれた。その後、内閣総理大臣・内閣の特
定政策に関する総合調整機能やトップマネジメント機
能を補強する目的で、総理府外局として、総務庁・経
済企画庁・科学技術庁等が設置されていく（2）。これら
の外局には、総合調整を実現するために、計画策定・
基準設定・調整費計上・勧告・報告徴集などの権限が
与えられていくことになる。
科学技術政策の中心的官庁として機能していくこと
になる科学技術庁は、1956年５月に発足する。発足当
時の科学技術庁は付属研究所である航空技術研究所・
金属材料技術研究所を含めても定員293名、予算規模
19億円という小型の組織であった。発足当時の内部部
局は、長官官房、企画調整局、調査普及局、原子力局、
資源局で構成された（3）。業務の分担は、原子力の開発
利用に関しては原子力局、資源の総合的利用に関する
調査及び施策については資源局、原子力と資源以外の
一般科学技術に関する基本的総合調整的業務は企画調
整局、一般科学技術に関する調査、広報及び発明の利
用など普及啓発関連の業務を調査普及局で担当した。
図２　科学技術庁の内部部局（1956－59）
科学技術庁が継続して担うことになる主要な政策内
容としては、①国全体の科学技術に関する基本的政策
の立案、推進、②試験研究機関経費等の見積り方針の
調整、科学技術振興調整費実施を通じての各省庁の科
図１　科学技術の発展における政策主体と研究主体の関係
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学技術行政の総合調整、③先端・重要科学技術分野の
研究開発の実施、などが重要なものになっていく（4）。
1956年度から、各省庁の科学技術予算に関しては、
予算分類における大項目として「科学技術振興費」と
いう項目が設けられ、科学技術振興に関する各省庁の
業務に要する予算を、一括してこれに入れ、各省庁の
科学技術予算の状況が大局的に把握できるようになっ
た。そして、その各省庁の科学技術予算の施行に対し
て、科学技術庁が一定の影響を与えていくことになる
のである。
1957年、科学技術の振興にとって科学技術関連情報
の収集と利用のシステムは必須のものであるという認
識が強まり、科学技術情報に関する機関として科学技
術庁所管の特殊法人として日本科学技術情報センター
が発足した。
1959年、科学技術庁内部の組織は部分的に編成替え
された。即ち、従来の企画調整局・調査普及局を廃止
し、この2局の担当業務を整理し、企画事務を担当す
る計画局と実施事務を担当する振興局を設置した。計
画局は科学技術に関する基本的総合的政策の企画、立
案を担当し、振興局は研究推進、発明奨励、広報啓発
等の実施事務を担当した。
図３　科学技術庁の内部部局（1959－62）
1962年にも部分的な内部組織の再編成があった。即
ち、科学技術全体の総合調整機能を強化するために、
従来の振興局の総合調整機能業務を引き継ぎつつ宇宙
開発関連の業務も担当する研究調整局が新設された。
さらに、1968年には当時の政府の行政機構改革の基本
方針であった「各省庁１局削減」を受けて資源局が廃
止され、付属機関としての資源調査所が設置された。
その後、原子力開発利用の進展にともない総合的な安
全体制を強化するために、1976年に原子力安全局が新
設された。
図４　科学技術庁の内部部局（1962－86）
1970年代後半から、日本の行政組織の過度に固定化
した機能分担（いわゆるタテ割りの弊害）が指摘され
始め、行政における総合調整機能の強化、又行政需要
の変化に対して迅速な対応をするための行政組織再編
成の弾力化が議論されるようになっていった。例えば、
第二臨調第三答申においても次のように指摘された。
「行政組織は、いついかなる場合でも、変化への対応
力に富み、総合的、効率的かつ公正に運営され、国民
の信頼を確保し得るものでなければならない。高度に
発展した我が国の経済社会においては、行政需要は複
雑多岐にわたり、各省庁による行政の機能分担（いわ
ゆる「タテ割り」行政）が余りに高度化して、タテ割
りの壁が固定化し、行政の総合性が失われがちであ
る。＜省略＞　したがって、行政組織の在り方を検討
するに当たっては、総合調整機能の強化の視点＜省
略＞がとりわけ重要……」
このような行政需要の変化に迅速に対応するために
は行政組織内部の弾力的再編成が常に必要であるとい
う第二臨調答申を受け、1983年に国家行政組織法が改
正された。その中で、従来は法律で規定されていた府
省庁内部の官房・局・部・審議会、施設、機関等の設
置改廃を、政令で規定できることになった。つまり、
府省庁内部で柔軟に局の編成変更も実行できることに
なったのである（5）。
1986年、科学技術庁内部でも、計画局・振興局・研
究調整局を廃止し、科学技術政策局・科学技術振興
局・研究開発局が設置された。1986年以降の科学技術
庁の各局の政策担当範囲は以下のようなものであっ
た。即ち、科学技術政策局は、①科学技術に関する基
本的政策の立案と推進、②関係行政機関の科学技術に
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関する事務の総合調整を担当し、科学技術振興局は、
研究開発のための基盤整備、研究交流、国際交流の促
進等、科学技術振興のための多様な条件の整備の推進
を担当し、研究開発局は、ライフサイエンス、宇宙科
学技術、海洋科学技術等、重要科学技術分野の研究開
発の推進を担当し、原子力局は、①原子力の研究開発、
利用に関する基本的な政策の立案と推進、②原子力に
関する研究開発の推進を担当し、原子力安全局は、原
子力の研究開発、利用に伴う安全対策の推進を担当し
ていった。
図５　科学技術庁の内部部局（1986―2000）
２．２　科学技術会議の設置と発展（1959－2000）
1956年の科学技術庁発足後も、常に科学技術行政制
度に関する検討は続き、次第に日本全体の科学技術政
策の総合的推進と調整をする機関の必要性が認識され
はじめ、その具体的な対応として、科学技術会議の設
置構想が出されていった。
1959年、科学技術会議設置法に基づき、内閣総理大
臣の諮問機関として科学技術会議が成立した（6）。科学
技術会議の構成員は、議長を総理大臣として、大蔵大
臣・文部大臣・科学技術庁長官・経済企画庁長官・日
本学術会議会長・総理大臣指名の学識経験者３名と定
められた。なお、総理大臣指名の３名の学識経験者の
中で２名は常勤の構成員とされ、さらに、必要がある
場合は関係国務大臣の会議への臨時参加を認めること
とした。科学技術会議の設置によって、総理大臣以下
複数の大臣が科学技術政策の政策形成プロセスに参画
することになり、国家の多様な政策領域における科学
技術政策の位置づけが増していくことになった。
内閣総理大臣は科学技術関連の特定の事項について
科学技術会議に諮問しなければならず、科学技術会議
が作成した「答申」を尊重しなければならないとされ
た。内閣総理大臣が科学技術会議に諮問する必要があ
る事項とは以下のものであった。
この制度によって、「内閣総理大臣の諮問　→　科学
技術会議による答申　→　内閣の政策立案」という政
策形成のプロセスが定着していくことになる。
1981年に「科学技術振興調整費」が創設された。科
学技術振興調整費は、科学技術会議の方針に沿って科
学技術の総合的振興上で必要かつ重要な研究活動に関
する調整を行うための予算であり、「先端的・基礎的
な研究の推進」「産・学・官の有機的連携の強化」等
を活用の基本方針とし、「科学技術振興調整費活用の
基本方針」（1981年３月科学技術会議決定、1992年１
月修正）と科学技術会議政策委員会が策定する毎年の
具体的運用方針に沿って活用されるものであり、後の
総合科学技術会議設置後も、科学技術振興調整費は受
け継がれ、日本の科学技術政策全体を誘導する重要な
政策手法となっていくのであった。
1983年、科学技術会議に政策委員会が設置された。
政策委員会は、科学技術会議の重要事項の的確な処理
を行い機動的弾力的な科学技術政策を実現するために
設置されたものであり、その構成員は産学官の有識者
15名で構成された。政策委員会は、答申等策定作業の
総括、科学技術関連諸問題の常時の検討、科学技術振
興の重点指針の作成、科学技術振興調整費の運用方針
の作成を担当した。
1995年に科学技術基本法が制定され、政府は定期的
に国家の科学技術政策の大局的戦略ともいうべき科学
技術基本計画を策定することになり、その策定におい
ては、科学技術会議の議を経なければならないとされ
た。即ち、定期的に内閣総理大臣の諮問を受けて科学
技術会議（後に総合科学技術会議）が科学技術政策の
大局的戦略である科学技術基本計画案を策定していく
①　科学技術（人文科学のみに関するものを除く）
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長 官 官 房  
科学技術政策局 
科学技術振興局 
研究開発局 
原 子 力 局 
原子力安全局 
57
ことになった。1996年に、科学技術会議による検討を
経て、第Ⅰ期科学技術基本計画が政府により発表された。
２．３　中央省庁再編と総合科学技術会議の設置
（2001－現在）
2001年１月の中央省庁再編によって、科学技術政策
の政策主体に関しても、重要な変化が生じた。即ち、
①総合科学技術会議の設置、②文部省と科学技術庁の
統合による文部科学省の設置、③国立試験研究機関の
独立行政法人化、の３点である。
総合科学技術会議は、国家的視野から、科学技術の
総合戦略の作成、予算・人材等の資源配分の基本方針、
国家的重要プロジェクト等に関する評価などを担当す
る機関として設置され、文部科学省は、総合科学技術
会議によって作成される科学技術関連の基本方針に沿
って、より個別具体的な政策の作成と実行を行い、ま
た、他の省庁の科学技術関連政策の総合調整を担当す
ることになった。そして、国立試験研究機関の独立行
政法人化とは、財務、組織、人事管理の制約を改善し、
多様な省庁から資金を得て研究が実施できる開放的な
制度に改善し、競争的、流動的な研究環境の形成を意
味するものであった。
総合科学技術会議は1999年の内閣府設置法第18条に
よって内閣の「重要政策に関する会議」として規定さ
れたものである（7）。内閣府設置法では、総合科学技術
会議は、わが国全体の科学技術を俯瞰し、科学技術政
策の企画立案及び総合調整を行うものとされた。即ち、
総合科学技術会議は、内閣総理大臣及び内閣を支援し
国家の科学技術に関する総合戦略等を策定する最重要
な機関と定められたのである。
総合科学技術会議の構成員は、議長は内閣総理大臣
が担い、そして、議員14名をもって構成されるとされ
た。14名とは以下の者であった。
この14名の中で、⑥については、「議員の総数の十分
の五未満であってはならない」としている（内閣府設
置法第18条第３項）。さらに、⑤及び⑥については
「そのうち四人以内は、常勤とすることができる」（同
条第４項）とされ、従来の科学技術会議の常勤議員２
名から増員している。
総合科学技術会議の役割として次のような事項が定
められた。①科学技術の総合的かつ計画的な振興を図
るための基本的政策の策定、②科学技術に関する予算、
人材等、科学技術関連資源の配分の基本方針の作成
（具体的には、各省庁の科学技術関係経費の調整の基
本方針、科学技術振興調整費の配分の基本方針等）、
③大規模研究開発その他の国家的に重要な研究開発に
ついての評価、国家的に重要なプロジェクト等につい
ての政府全体の視点からの評価（9）、④その他科学技術
の振興に関する重要事項の調査審議（10）。
総合科学技術会議の中には、「専門調査会」がつく
られ、重要な政策課題に関しては迅速に調査検討し、
政策立案の方向性を示すシステムが形成された。2002
年時点での専門調査会は、「重点分野推進戦略専門調
査会」「評価専門調査会」「科学技術システム改革専門
調査会」「生命倫理専門調査会」「日本学術会議の在り
方に関する専門調査会」「宇宙開発利用専門調査会」
「知的財産戦略専門調査会」の７つである。個別具体
的な政策は専門調査会での検討が大きなウェイトを占
めていると言える。例えば、「科学技術システム改革
専門調査会」では、世界最高水準の研究成果の創出と
その社会への還元の制度を追究し、「評価専門調査会」
では競争的な研究開発環境、効果的効率的な資源配分
を実現するための研究評価制度を追究している。
総合科学技術会議の事務局としては、内閣府の調整
部局のうち科学技術を担当する部門が総合科学技術会
議の事務局となり、内閣府の中に総合科学技術政策担
当部局が100名規模の事務局として機能することにな
った。
従来の科学技術会議と新設の総合科学技術会議の相
違点は、第１に、学識経験者の比率が増え、政府に対
する学識経験者（学者）によるブレーン機能が増して
いる点にある。即ち、総合科学技術会議の議員につい
て、「科学又は技術に関して優れた識見を有する者の
①　内閣官房長官
②　科学技術政策担当大臣（8）
③　各省大臣のうちから内閣総理大臣が指定する
者
④　法律で国務大臣をもってその長に充てること
とされている委員会の長及び庁の長のうちか
ら、内閣総理大臣が指定する者
⑤　前二号に定めるもののほか、関係する国の行
政機関の長のうちから、内閣総理大臣が指定す
る者
⑥　科学又は技術に関して優れた識見を有する者
のうちから、内閣総理大臣が任命する者
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うちから、内閣総理大臣が任命する者」という、学識
経験者の参加が示され、しかも、その人数は「議員の
総数の十分の五未満であってはならない」と、議員総
数の50％以上を、科学技術関連の政府外の専門家が占
めることが明示された。今まで以上に、科学技術の大
局的政策の形成に関して、省庁のシンクタンク機能か
らのアプローチとは別の学識経験者によるブレーン機
能からのアプローチが増したと言える。また、総合科
学技術会議では、その学識専門家の議員のうち４名以
内が常勤にできるとされ、科学技術会議の常勤２名か
ら増員されている。第２に、従来の科学技術会議では、
諮問のあった事項に関してしか意見を述べることがで
きないとされていたが（科学技術会議設置法第２条第
２項）、総合科学技術会議では、諮問の有無に関わら
ず意見を述べることができる（総合科学技術会議設置
法第26条第１項第４号等）とされ、総合科学技術会議
の自発性、能動性が制度的にも強化された（11）。
総合科学技術会議の最重要な機能としては、各省庁
個別では対応しきれない国家全体の研究開発システム
を変革する方向性を打ち出し、それを現実化すること
である。そして、そのための最大の政策誘導手法が
「科学技術振興調整費」である。現在の科学技術振興
調整費の使われ方は、各省庁の政策では対応しきれな
い横断的な科学技術のシステム全体の改革に役立つた
めに、また先導的・試行的な研究を推進するために利
用されている。2001年度の科学技術振興調整費による
プロジェクトは、①戦略的研究拠点育成（30億円）、
②若手任期付研究員支援（10億円）、③科学技術政策
提言（２億円）、④先導的研究等の推進（39億円）、⑤
振興分野人材養成（9.1億円）、⑥我が国の国際的リー
ダーシップの確保（３億円）、といったものであった。
３　現在の科学技術政策の政策主体
現在の日本の科学技術政策の政策主体は、それぞれ
の設置法に基づき機能する内閣府の総合科学技術会
議・文部科学省とその他省庁の科学技術政策担当部
局・それら省庁の所管する関連研究機関で構成される
集合体と考えられる。その政策主体システムにおいて
は、内閣府と総合科学技術会議が日本全体の科学技術
政策の大局を立案し、各省庁がそれぞれの設置法をベ
ースに各所掌に基づき個別の科学技術政策を展開する
体制になっている。簡潔に言えば、内閣府・総合科学
技術会議が科学技術政策の大きな戦略（Strategy）を
つくり、文部科学省等の各省庁の科学技術政策担当部
局が、その戦略に沿った個別具体的な戦術（Tactics）
を立案し実行する制度が形成されていると言える（12）。
主要省庁の個別具体的な科学技術振興の主要担当範囲
は、文部科学省は大学等の学術研究の振興等を担当し、
経済産業省は鉱工業関連の科学技術の振興等を担当、
厚生労働省は医薬品、疾病関連の研究の振興等を担当、
農林水産省は農林畜産水産業関連、食品関連の科学技
術振興等を担当、総務省は情報通信関連の科学技術の
振興等を担っている。各省庁の科学技術関係経費の配
分は以下の通りである（13）。
表２　各府省庁の科学技術関係経費額（2001年度）
出所：文部科学省編『平成14年版科学技術白書』（2002年）より作成
内 閣 官 房 　７７３億 
内　閣　府 　７０億 
文部科学省 ２兆２千１２０億 
経済産業省 ５千６１２億 
防　衛　庁 １千４８９億 
厚生労働省 １千２３８億 
農林水産省 １千２２５億 
総　務　省 ８４５億 
国土交通省 ８１３億 
環　境　省 ２９４億 
外　務　省 １１１億 
財　務　省 　３５億 
法　務　省 　２３億 
警　察　庁 　２３億 
府　省　庁　　科学技術予算額（円） 府　省　庁　　科学技術予算額（円） 
科学技術予算配分（2001年度）に関しては、文部科
学省が、日本の科学技術予算３兆４千685億円の約64％
を占める圧倒的な配分を得ており、文部科学省は最大
の科学技術政策官庁とも言える。文部科学省には、科
学技術政策の担当局として、科学技術・学術政策局、
研究振興局、研究開発局の３局が設置されている。各
局の担当政策内容としては、科学技術・学術政策局が、
①科学技術・学術政策の基本計画の策定、②科学技術
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図６　現在の日本の科学技術政策の政策主体システム
総合科学技術会議 文部科学省 国立大学・関連研究機関 
内　閣　府 
　①科学技術総合戦略の策定 
　②予算・人材等資源配分の 
　　基本方針の策定 
　③国家的重要プロジェクト等 
　　に関する研究評価、等 
　①科学技術の基本政策の立案、推進 
　②研究者、技術者の養成、資質向上 
　③研究開発成果の普及、活用 
　④基礎研究の推進 
　⑤宇宙関連研究開発 
　⑥放射線利用関連研究開発、等 
防　衛　庁　　　　関連研究機関 経済産業省　　　　関連研究機関 
　防衛技術関連の 
　研究開発等 
　①鉱工業関連の研究開発 
　②エネルギー関連の研究開発、等 
警　察　庁　　　　関連研究機関 厚生労働省　　　　関連研究機関 
　①医薬品関連の研究開発 
　②疾病関連の研究開発、等 
農林水産省　　　　関連研究機関 
（農林畜産水産業関連の研究開発等） 
（警察技術関連の研究開発等） 
総　務　省　　　　関連研究機関 
（情報通信関連の研究開発等） 
国土交通省　　　　関連研究機関 
　建設技術、運輸技術、気象関連 
　技術に関する研究開発等 
環　境　省　　　　関連研究機関 
（環境関連の研究開発等） 
財　務　省　　　　関連研究機関 
（醸造技術関連の研究開発等） 
関係行政機関の事務の調整、③研究者・技術者の養成、
④研究開発評価、⑤科学技術・学術の国際交流の推進、
等を担当し、研究振興局は、①研究開発の環境整備、
②研究交流、③産学官連携、④研究開発成果の普及と
活用、⑤科学技術・学術情報の流通、⑥研究助成、⑦
基礎研究、⑧ライフサイエンス、物質・材料系科学技
術、等を担当し、研究開発局は、①防災関連科学技術、
②宇宙関連、地球科学技術、海洋科学技術等の推進、
60
等を担当している。
図７　文部科学省の科学技術政策担当局
総合科学技術会議と文部科学省の間の役割分担に関
しては、行政改革会議最終報告、中央省庁等改革基本
法、内閣府設置法等によって、次のように明確にされ
た（14）。
即ち、内閣府・総合科学技術会議の担当として
①　科学技術に関する総合戦略
②　予算、人材等の資源の配分の方針
③　国家的に重要なプロジェクト等について、政
府全体の視点からの評価
等
文部科学省の担当として
①　科学技術に関する基本的な政策の企画、立案
及び推進
②　研究開発に関する計画の作成及び推進
③　関係行政機関の事務の調整
④　関係行政機関の経費の見積りの方針の調整
等
ただし、個別の詳細な政策内容、実施等については、
各内閣の方針等によって変化するものと考えられる。
４　政策主体システムのタイプ
直接的に研究開発を担う研究主体の研究領域は極め
て多様であり、各研究領域の各研究主体が必要とする
政策需要も多様であるが、主要な政策需要としては、
①各研究領域が必要とする人材の確保、育成、②各研
究主体への資金提供、③各研究分野が必要とする物的
インフラの整備、④各研究分野が必要とする情報の整
備、⑤各研究主体が効果的に動けるような制度的な整
備などがある。これらの各研究主体からの政策需要に
対応し政策を立案し施行する政府サイドの政策主体シ
ステムが必要となる。そのシステムの効果的な形成の
仕方は、模索段階にあるが、原理的に言えば、次のよ
うなタイプに分類できる。
第１に、一つの政策主体が全ての研究主体からの政
策需要を担当する完全集中型システム、第２に、多数
の独立した政策主体がそれぞれの担当する研究主体を
持ちそれぞれの政策需要に対応する完全分散型システ
ム、第３に、分散型でありながら特定の司令塔のもと
で統合的調整を目指す分散調整型システム、である。
日本の政策主体システムは、第３の分散調整型システ
ムを指向していると考えられる。
完全集中型システムは、多様な研究分野に属する研
究主体からの膨大な政策需要を一つの行政組織体によ
って対応することを意味し、必然的に政策主体は巨大
化することになり、政策主体内部でのさまざまな組織
的非効率が大きくなると考えられる。一方では、多様
な政策ニーズへの対応を機動的に処理する上でより効
科学技術・学術政策局 
研究振興局 
研究開発局 
図８　科学技術政策の政策主体システムのタイプ
完全集中型システム 完全分散型システム 分散調整型システム 
各研究主体 各研究主体 各研究主体 
司令塔 
政策主体 
各政策主体 
各政策 
主体　 
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率的と思われる分散型システムにも、いくつかの制度
的問題点がある。即ち、第１に、国家全体としての、
研究開発上の資源配分の効率的な重点化がなされなく、
全体として、国家に利益をもたらすような研究開発が
十分に伸びていかないリスクが考えられる。第２に、
各政策主体の間で、政策上の重複が発生し、非効率な
研究開発の資源配分が起きる可能性もある。第３に、
各政策主体が自らの政策執行に関して、その成果の評
価を甘くしてしまう可能性も考えられる。よって、こ
のような分散型システムのデメリットを減らしていく
ために、総合調整機能、司令塔的機能が重要になって
くる。
日本の科学技術政策システムは、分散調整型システ
ムであり、分散型システムに一定の方向性を与えるた
めに総合科学技術会議が設置されている。であるとす
れば、総合科学技術会議が、分散型システムに発生し
がちな、国家全体としての資源配分の非効率化、政策
の重複、甘い政策評価などの弊害を除去できる体制に
なっているかどうかが問題である。
この点に関しては、総合科学技術会議が提案した
「第Ⅱ期科学技術基本計画」において、それらの陥穽
点を克服するための措置について述べられている。即
ち、「第Ⅱ期科学技術基本計画」の「第２章重要政策」
において、政策振興上で重点を置くべき科学技術分野
として、ライフサイエンス分野、情報通信分野、環境
分野、ナノテクノロジ―・材料分野の４分野を最重要
重点振興分野として指定し、国家全体としての研究開
発の資源配分の重点化についての方向を打ち出してい
る。さらに、「第３章科学技術基本計画を実行するに
当たっての総合科学技術会議の使命」の中で、「総合
科学技術会議は、基本計画、重点分野における研究開
発の推進戦略等を踏まえて、関係府省における施策の
取組を把握し、不必要な重複など府省縦割りの弊害の
有無や実施中の施策の効果を評価する。」とし、各政
策主体での政策の重複を除去する役割を認識してい
る。さらに、「次年度における特に重点的に推進すべ
き事項、質の高い科学技術推進のための科学技術に関
する予算の規模等について内閣総理大臣に意見を述べ
る。その上で、総合科学技術会議は、次年度の重要な
施策、資源の配分に関する考え方を明らかにし、関係
大臣に示す。さらに、総合科学技術会議において示さ
れた考え方を踏まえた資源配分が行われるよう、必要
に応じて予算編成過程において財政当局との連携を図
る。」と述べて、さらに、具体的に、重点化すべき政
策事項への現実の予算対応に関しても、総合科学技術
会議が一定の影響力を持つことを示している。
５　科学技術政策における政策手法
科学技術政策は、現代経済における新しい政策領域
であり、その政策手法も、財政政策における政策手法、
金融政策における政策手法、産業政策における政策手
法とは異なり、決して制度的に確立したものではなく、
いまだ発展途上にある。近年の日本の科学技術政策の
展開を分析する中で、現時点でその政策手法に関して、
以下のような分類が可能と考えられる。
①　ビジョン提示
政府は科学技術に関する多様なビジョンを作成
し、それらは、関係機関、民間の研究開発の動向
にも影響を与え、科学技術の全体、各分野を、実
質的にリードしていくことができる。ビジョンに
は、総合科学技術会議が打ち出していくような国
家全体の科学技術の発展の方向性に関する大局的
ビジョンや、各省庁あるいはそれらの審議会が出
す科学技術の個別分野に関するビジョンがある。
総合科学技術会議（前身の科学技術会議）は、こ
れまで、いくつかの大局的ビジョンを作成し発表
してきた。例えば、第18号答申や、科学技術政策
大綱、第Ⅰ期科学技術基本計画、第Ⅱ期科学技術
基本計画等に関する諸答申は、日本の科学技術の
動向全体に大きな影響を与えてきたと考えられる。
②　優遇税制
政府は税制度を利用して、科学技術全体の活力
向上に影響を与えていくこともできる。これまで
日本の科学技術振興の税制として機能してきたも
のとしては、民間の研究開発経費の拡大に寄与し
てきた増加試験研究費税額控除制度、先端電子技
術、新素材などの基盤技術用研究開発資産につい
て取得価格の７％相当額の税額控除を認める基盤
技術開発促進税制、中小企業に試験研究費の６％
と増加試験研究費控除との選択を認める中小企業
技術基盤強化税制、研究交流を促進するための研
究交流促進税制などがある。
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③　補助金・優遇融資
政府が、直接、民間や大学等の研究主体の科学
技術活動に対して、補助金を出したり、融資をす
るという手法も展開されている。例えば、総合科
学技術会議の科学技術振興調整費を利用した各種
の支援がある。文部科学省にも科学研究費補助金
があり、大学等の研究機関・研究者の科学技術活
動を直接的に支援している。又、厚生労働省の厚
生科学研究費補助金、農林水産省の農林水産・食
品産業等先端産業技術開発事業費補助金、経済産
業省の次世代情報技術開発費補助金などもある。
優遇融資としては、例えば、日本政策投資銀行は
新技術開発融資制度により、企業の新技術にかかる
技術開発資金に対して低利の融資を展開している。
④　委託費
委託費は、政府が特定の研究開発テーマを提示
した上で、民間・大学等に、その研究開発を依頼
する形で支払われる費用である。委託費の利用も、
大学・民間の研究開発の水準を向上させることに
寄与していくものと考えられる。政府の各機関が
科学技術振興のために多様な委託費の制度を形成
している。例えば、新エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）の基盤技術研究促進事業、新
技術開発事業団の各種の研究委託、農林水産省の
新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業に
係る委託費、経済産業省の細胞内ネットワークの
ダイナミズム解析技術開発に係る委託費、厚生労
働省の保健医療分野における基礎的研究事業に係
る委託費など多数が存在する。
⑤　公的機関研究開発
日本には研究開発を担う公的な機関が多数存在
する。即ち、各省庁の所管の独立行政法人研究所、
特殊法人研究所、国立大学、公立試験研究所等で
ある。それらは、主に公的経費によって運営され、
その研究成果が広く民間等で活用されることで、
日本全体の科学技術水準の向上に寄与していくも
のと考えられる。
おわりに
近年、科学技術の振興は主要国の政府の政策課題の
中で、そのウェイトを確実に増してきている分野であ
る。そして、具体的に科学技術の発展を促進するため
に多様な政策が展開されてきている。例えば、多様な
研究分野の人材を育成していく科学技術系人材育成政
策、それぞれの研究分野が必要とする機材、施設を整
備する物的インフラ整備政策、広範な科学技術系情報
の有効利用を促進する情報インフラ整備政策、民間の
研究開発を促進するための民間研究開発促進政策、諸
外国との研究開発上の協力を促進する対外研究開発協
力政策、国内の各地域の研究開発を進めるための地域
研究開発政策といったものである。
これらの多様な科学技術政策を立案し施行するため
の政策システムの設計に関しては、その本格的な研究
が、近年各国で始まったばかりである。日本の科学技
術政策の政策システムについても、さまざまな議論と
実際の改善への取組が行われてきている。例えば、日
本の政策システムにおけるディシジョン・メイキング
が縦割りであることが批判されてきた。そして、その
縦割りの政策形成、政策実行を段階的に修正する目的
で、総合科学技術会議が設置された。しかし、さらに
縦割り色を薄め総合調整機能を強化するために、総合
科学技術会議が予算を総枠で管理し、各省庁の科学技
術予算を有効に調整管理できるような制度を形成する
等、総合科学技術会議の司令塔としての機能を、現在
より強めるべきであるという意見もある。あるいは逆
に、各研究領域を担当している各省庁の研究開発担当
セクション自体の機能を強化すべきという考えもあ
る。又、科学技術予算に対する基本的な考え方につい
ても、科学技術予算は単年度予算方式では戦略的な取
組ができないので、複数年度方式で実行すべきという
意見等もある。
いずれにしても、科学技術において研究成果を生み
出すことができるのは、研究者・研究機関という研究
主体であり、科学技術政策の役割とは、研究主体が有
効な成果を出すことに寄与できる多様な要素を形成し
ていくところにこそある。よって、科学技術政策の政
策形成において最も重要なことは、多様な研究主体か
らの広範なニーズを常に吸い上げながら、極めて柔軟
に有効な政策を形成していくよう努めることであると
考える。
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註
（1）政府の各機関を規定する法体系としては、府・省
を規定する国家行政組織法、その府省の詳細な組
織規定を定める府省等設置法、さらに、各府省の
内部での政令・府省令がある。
（2）府・省・委員会・庁は国家行政組織法第３条で規
定される機関で、いわゆる「三条機関」とも呼ば
れる。その中でも、府省は第一次的分配単位であ
る。委員会・庁は、府省の外局として設置される
第二次的分配単位である。特に、庁の設置は、①
事務量及び組織が膨大であり、府省の内局による
ことが適当でない場合、②政策的要請から省・内
局とすることが適当でない場合、③一般の省の事
務とは性質の異なる事務を担当する場合等に設置
される。
（3）科学技術庁の発足において、その組織形成の中心
母体となったものは、総理府原子力局・総理府付
属機関の科学技術行政協議会（STAC）事務局・
総理府付属機関の資源調査会事務局・工業技術院
調査課・特許庁発明奨励課であった。即ち、総理
府原子力局が新設科学技術庁の原子力局に、
STAC事務局が新設科学技術庁の企画調整局に、
資源調査会事務局が資源局に、そして、工業技術
院調査課・特許庁発明奨励課が調査普及局になっ
たのである。
（4）科学技術庁の設置法には、科学技術庁の所掌範囲
として、「人文科学のみに係るものおよび大学に
おける研究に係るものを除く」とされた。
（5）1983年の国家行政組織法改正以降は、政令によっ
て官房・局・部・審議会等が変更できることにな
ったが、政令で規定することになった組織の設
置・改廃は、次の国会で報告しなければならない
とされた。また同時に、官房・局の総数の上限が、
省庁全体で128と設定されたのであった。
（6）科学技術会議の設置に際して、科学技術会議は関
係各省の専管のみを対象とする事項は審議しない
こと、又大学の学問の自由を尊重することの二つ
の事項が確認された。
（7）内閣府設置法第18条に規定される内閣の「重要政
策に関する会議」とは、総合科学技術会議・経済
財政諮問会議・男女共同参画会議・中央防災会議
の４つである。
（8）内閣総理大臣・内閣のトップダウン機能の強化、
総合調整機能の強化の一環として、内閣府設置法
第９条第１項により、内閣府に特定の所掌事務を
担当する「特命担当大臣」を置くことができると
されて、各種の担当大臣が設置されることになっ
た。そして、以前より国家の科学技術政策の機動
的対応、総合調整の観点から、「科学技術政策担
当大臣」の設置が議論されてきたが、内閣府設置
法第26条第２項によって総合科学技術政策を担当
する大臣として「科学技術政策担当大臣」が明記
され、設置されることになった。
（9）研究開発の評価は、原則として各省ごとに責任を
もって評価を実施することになっているが、特に
国家的に重要なプロジェクト等については、総合
科学技術会議が評価を実施することになった。
（10）「その他科学技術の振興に関する重要事項」は、
具体的には、内閣毎にその内容は変化する。
（11）科学技術会議と総合科学技術会議の相違点につい
ては、赤池伸一「総合科学技術会議について」
『研究　技術　計画　Vol.15、No.１』21pを参照。
（12）戦略と戦術の関係とは、例えば、ポスドク１万人
の育成、厳正な研究評価の実施などといった方向
性を打ち出すことが戦略であり、それらを受けて、
各省庁が自らの研究機関でポスドクを採用する枠
を設定したり、研究評価の指針を明確にしたりす
ることが戦術であると言える。
（13）科学技術関係経費とは詳細には次のもので構成さ
れる。即ち、①一般会計中の科学技術振興費、②
一般会計中のその他の研究開発費、③特別会計中
の科学技術関係費、である。
（14）総合科学技術会議と文部科学省の間の役割分担に
ついては、赤池伸一「総合科学技術会議について」
『研究　技術　計画Vol.15、No.１』22－23pを参照。
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